
【独立行政法人雇用・能力開発機構の解散に伴い承継した資産及び負債・純資産の内訳】
１．職業能力開発勘定

（単位：円）

資 産 の 部 負 債 及 び 純 資 産 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流動資産 流動負債

現金及び預金 20¶575¶969¶916 未払金 2¶326¶914¶453

未収金 328¶786¶659 未払費用 162¶888¶541

たな卸資産 362¶020 未払国庫納付金 17¶556¶324¶929

仮払金 9¶401¶833 短期リース債務 3¶592¶864¶066

前払金 18¶812¶664 前受金 331¶940¶849

前払費用 871¶254¶159 預り金 1¶237¶369¶221

未収収益 8¶306¶231 資産除去債務 9¶106¶083

未収消費税等 9¶609¶900 流動負債合計 25¶217¶408¶142

流動資産合計 21¶822¶503¶382 固定負債

固定資産 資産見返負債 9¶983¶172¶244

有形固定資産 資産見返運営費交付金 9¶148¶610¶265

建物 43¶799¶408¶014 資産見返寄附金 1¶086¶784

構築物 2¶649¶866¶835 建設仮勘定見返運営費交
付金

115¶923¶295

機械装置 15¶283¶491¶739
建設仮勘定見返施設費 717¶551¶900車両運搬具 98¶936¶624
長期リース債務 5¶500¶454¶895工具器具備品 505¶196¶776
資産除去債務 226¶431¶968土地 65¶377¶808¶442

固定負債合計 15¶710¶059¶107建設仮勘定 833¶475¶195
負債合計 40¶927¶467¶249

有形固定資産合計 128¶548¶183¶625

２．宿舎等勘定
（単位：円）

資 産 の 部 負 債 及 び 純 資 産 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流動資産 流動負債
現金及び預金 51¶558¶514¶020 未払金 935¶187¶679

未収金 3¶238¶880¶134 未払費用 15¶326¶812

貸倒引当金 � 117¶580¶710 未払国庫納付金 35¶627¶660¶016

前払金 2¶765¶243¶961 短期リース債務 1¶053¶289

前払費用 86¶390¶976 前受金 1¶719¶534¶704

未収収益 8¶282¶627 預り金 1¶399¶781¶566

流動資産合計 57¶539¶731¶008 引当金 264¶852¶090

固定資産 賞与引当金 10¶544¶549

有形固定資産 災害損失引当金 254¶307¶541

建物 99¶407¶506¶758 流動負債合計 39¶963¶396¶156

構築物 2¶399¶196¶289 固定負債
車両運搬具 652¶680 長期預り金 2¶972¶726¶305

工具器具備品 30¶087¶481 引当金 402¶765¶557

土地 225¶040¶544¶436 退職給付引当金 402¶765¶557

建設仮勘定 195¶642¶932 資産除去債務 13¶407¶644¶854

有形固定資産合計 327¶073¶630¶576 固定負債合計 16¶783¶136¶716

無形固定資産 負債合計 56¶746¶532¶872

電話加入権 1¶316

無形固定資産合計 1¶316
資本金

投資その他の資産
政府出資金 313¶635¶245¶561

破産更生債権等 1¶740¶947¶320
資本金合計 313¶635¶245¶561

貸倒引当金 � 1¶740¶947¶320
利益剰余金（又は繰越欠損金）

敷金 7¶614¶000
前中期目標期間繰越積立金

差入保証金 10¶000¶000
宿舎等勘定積立金 14¶249¶198¶467

投資その他の資産合
計

17¶614¶000
利益剰余金（又は繰越
欠損金）合計

14¶249¶198¶467

固定資産合計 327¶091¶245¶892
純資産合計 327¶884¶444¶028

資 産 合 計 384¶630¶976¶900 負債・純資産合計 384¶630¶976¶900

無形固定資産 資本金
電話加入権 911 政府出資金 109¶367¶172¶347

無形固定資産合計 911 地方公共団体出資金 221¶606¶632

投資その他の資産 資本金合計 109¶588¶778¶979

敷金 145¶558¶310 純資産合計 109¶588¶778¶979

投資その他の資産合
計

145¶558¶310

固定資産合計 128¶693¶742¶846

資 産 合 計 150¶516¶246¶228 負債・純資産合計 150¶516¶246¶228
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〔区分経理〕

機構法第15条及び附則第５条第８項に基づき、高齢・障害者に係る経理（高齢・障害者雇用支援

勘定）、障害者の職業能力開発に係る経理（障害者職業能力勘定）、納付金関係業務に係る経理（障

害者雇用納付金勘定）、特定求職者の支援業務に係る経理（認定特定求職者職業訓練勘定）、宿舎等

業務に係る経理（宿舎等勘定）及びその他の業務に係る経理（職業能力開発勘定）とに区分してお

ります。
〔独立行政法人雇用・能力開発機構の解散に伴う承継について〕
当法人は、廃止法に基づき、名称を「独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構」と改める
とともに、同法の施行の時である平成23年10月１日に解散した独立行政法人雇用・能力開発機構か
ら、職員の労働契約に係る権利及び義務並びに国及び独立行政法人勤労者退職金共済機構が承継す
る資産及び債務を除き、職業能力開発勘定及び宿舎等勘定に係るその一切の権利及び義務を承継い
たしました。
なお、承継資産については、資産評価委員会において、厚生労働大臣が任命した評価委員により
公正な資産評価が行われ、評価額が決定されております。
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